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１ 兵庫県下の労働災害発生状況

労働災害発生状況の推移

（出典）労働者死傷病報告（新型コロナり患者を除く）
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１ 兵庫県下の労働災害発生状況

派遣労働者の労働災害発生状況

出典：労働者死傷病報告

◆ 製造業における経験年数別死傷者数の割合（Ｒ６年）◆ 派遣労働者の業種別死傷者数の割合（Ｒ６年）

※業務上の新型コロナウイルスり患者数を除く。
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２ 派遣元・派遣先事業者の講ずべき措置

派遣法第 条（労働安全衛生法の適用に関する特例等）

労働安全衛生法 職場における労働者の安全と健康を確保することを目的としており、保護すべ

き対象は、事業者に雇用されている「労働者」と位置づけ、運用している。

派遣法（第 条）

※＜労働基準法第９条＞

派遣元 派遣先

派遣労働者

派遣契約

雇用契約 指揮命令

◆ 派遣先の事業者を派遣労働者を使用する事業

者と、派遣労働者を派遣先に使用される労働者

とみなして、（一定の安衛法条文を）適用する。

◆ 派遣元は、安衛法第 条（安全衛生教育）、第

条（就業制限（免許や技能講習））などに抵触

するときは派遣してはならない。
◆ 派遣先は、特殊健康診断の結果証明書の提出があったときは、派遣元に送付しなければならない。

◆ 派遣先は、健診の結果、有所見の者に対する医師の意見を派遣元に通知しなければならない。

労働者とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。
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２ 派遣元・派遣先事業者の講ずべき措置

派遣労働者に関する派遣元・派遣先の責任分担区分

派遣先派遣元

・安全管理者の選任等（第11条）

・衛生管理者の選任等（第12条）

・産業医の選任（第13条）

・安全衛生推進者の選任等（第12条の2）
・安全委員会（第17条）

・衛生委員会（第18条）

・安全衛生教育（作業内容変更時、特別教育）（第59条）

・職長教育（第60条）

・就業制限（第61条）

・健康診断（有害な業務に係る特殊健康診断、医師の意見聴取）
（第66条、第66条の4）

・ストレスチェック（第66条の10）
・報告等（第100条）

・法令の周知（第101条）

・衛生管理者の選任等（第12条）

・産業医の選任（第13条）

・衛生推進者の選任等（第12条の2）

・衛生委員会（第18条）

・安全衛生教育（雇入れ時、作業内容変更時）（第59条）

・健康診断（定期健康診断、医師の意見聴取）（第66条、第66条の
4）
・医師等による保健指導（第66条の7）
・医師による面接指導等（第66条の8,9）
・ストレスチェック（第66条の10）
・報告等（第100条）

・法令の周知（第101条）

・衛生管理者、産業医
派遣元勤務 派遣労働者 人以上

・衛生推進者
派遣元勤務 派遣労働者 人以上 人未満

・衛生委員会
派遣元勤務 派遣労働者 人以上

・安全管理者、衛生管理者、産業医
自社労働者 派遣労働者 人以上

・安全衛生推進者
自社労働者 派遣労働者 人以上 人未満

・安全委員会
自社労働者 派遣労働者 人以上

（業種により 人以上）
・衛生委員会
自社労働者 派遣労働者 人以上

◆報告等（所轄労働基準監督署長あて）

・定期健康診断、ストレスチェック：
派遣元勤務 派遣労働者 人以上

・労働者死傷病報告：
派遣労働者の災害についても報告

◆報告等（所轄労働基準監督署長あて）

・特殊健康診断：労働者数によらず報告
・ストレスチェック：自社労働者 人以上
・労働者死傷病報告：
派遣労働者の災害についても報告

主な労働安全衛生法の適用関係（派遣法第 条）

注：表中の（第〇条）は労働安全衛生法の条文です。
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３ 派遣元・派遣先事業者の講ずべき措置

派遣労働者に関する派遣元・派遣先の責任分担区分

◆労働者死傷病報告
（安衛法第 条、安衛則第 条）

◆雇入れ時・派遣先変更時の教育
（安衛法第 条、安衛則第 条）

（派遣先から業務の情報提供を受け、必要に応じ、教
育カリキュラムの作成支援を受けたうえで）
①機械等、原材料等の危険有害性、取扱い方法
②安全装置や保護具の性能や取扱い方法
③作業手順
④作業開始時の点検
⑤業務で発生するおそれのある疾病の原因・予防
⑥整理、整頓及び清潔の保持
⑦事故時等の応急措置及び退避
⑧その他

（要旨）事業者は、労働者が労働災害により死亡
し、又は休業したときは、遅滞なく、電子情報処
理組織を使用して、所轄監督署長に報告しなけれ
ばならない。休業日数が 日に満たない場合ときは、
四半期ごとに、報告しなければならない。

派遣先

派遣元派遣元 派遣先

◆特別教育
（安衛法第 条、安衛則第 条）

安衛則第 条に規定する業務について、法定の
カリキュラム・時間で教育を実施

【安衛則第 条に規定する危険有害業務の例】
・研削といしの取替え、取替え時の試運転
・動力プレスの金型の交換など
・５ｔ未満のクレーンの運転
・１ｔ未満の玉掛
・産業用ロボットの教示
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教育と連絡調整

製造業で働く派遣労働者の労働災害発生率は高く、

中でも、経験期間の浅い方の労働災害の占める割合

が高くなっています。このため、

● 派遣労働者に対する安全衛生教育を労働災害

防止に必要な内容・時間をもって行うこと（雇

入れのとき、派遣先が変わった時、作業内容が

かわったとき）

● 派遣元事業場と派遣先事業場が十分に連絡・

調整すること

が重要です。

２ 派遣元・派遣先事業者の講ずべき措置
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労働災害事例

２ 派遣元・派遣先事業者の講ずべき措置（労働災害事例）
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２ 派遣元・派遣先事業者の講ずべき措置（労働災害事例）

対策



≪請負契約と派遣契約≫
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３ 請負事業、元方事業者(元請負人）が実施すべき事項

適正な請負と派遣

労働安全衛生法 職場における労働者の安全と健康を確保することを目的としており、保護すべ

き対象は、事業者に雇用されている「労働者」と位置づけ、運用している。

※＜労働基準法第９条＞

派遣元 派遣先

派遣労働者

派遣契約

雇用契約 指揮命令

労働者とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。

下請事業者 元方事業者

下請労働者

請負契約

雇用契約・指揮命令 指揮命令

（参考）労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（Ｓ 年労働省告示第 号）

請負契約 派遣契約

※派遣法第 条



12

３ 請負事業、元方事業者(元請負人）が実施すべき事項

元方事業者の講ずべき措置等（安衛法第 条）

安衛法第 条

元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反しないよう必要な指導を行わなければならない。

元方事業者は、関係請負人又は関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この法律又はこれに

基づく命令の規定に違反していると認めるときは、是正のため必要な指示を行わなければならな

い。

前項の指示を受けた関係請負人又は関係請負人の労働者は、当該指示に従わなければならない。

≪関係請負人の安衛法違反により元方事業者が第 条違反を指摘された事例≫
●作業主任者未選任

／職務不履行

●フォークリフトの

作業計画未作成

●粉じん作業で

呼吸用保護具未着用

●掃除等での機械の

運転未停止
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３ 請負事業、元方事業者（元請負人）が実施すべき事項

元方事業者の講ずべき措置等（安衛法第 条の２）

安衛法第 条の２

製造業その他政令で定める業種に属する事業の元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労

働者の作業が同一の場所において行われることによって生ずる労働災害を防止するため、作業間

の連絡及び調整を行うことに関する措置その他必要な措置を講じなければならない。

≪作業間の連絡及び調整≫
① 各関係請負人が行う作業についての段取りの把握
② 混在作業による労働災害を防止するための段取りの調整
③ ②の調整を行った後における当該段取りの各関係請負人への指示

（参考）製造業における元方事業者による総合的な安全衛生管理のための指針について（Ｈ 基発第 号）

関係請負人Ａ
今日から３日間、

溶接作業をします。

今日から５日間、
塗装作業をします。

クレーン検査のため、
明日の午前中、工場の

電源を落としてください。

元方事業者

関係請負人Ｂ
関係請負人Ｃ

溶接と塗装を同時
に行うと危険だ。

検査中に電源が入
ると危険だ。
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３ 請負事業、元方事業者(元請負人）が実施すべき事項

適正な請負と派遣
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３ 請負事業、元方事業者(元請負人）が実施すべき事項



安全衛生
管理上の

欠陥

３ 労働災害防止対策について

労働災害の発生の仕組み（厚生労働省方式）

不安全な状態

不安全な行動

起因物 加害物
現象

（災害）

人

物（環境を含む）
事故の型

接 触

①物自体の欠陥
②防護措置・安全装置の欠陥
③物の置き方、作業場所の欠陥
④保護具、服装等の欠陥

⑤作業環境の欠陥
⑥部外的、自然的不安全な状態
⑦作業方法の欠陥
⑧その他

⑨防護・安全装置を無効にする
⑩安全装置の不履行
⑪不安全な放置
⑫危険な状態を作る
⑬機械装置等の指定外の使用
⑭保護具、服装の欠陥

⑮運転中の機械、装置等の
掃除、修理、点検等

⑯その他危険場所への接近
⑰その他不安全な行動
⑱運転の失敗（乗物）
⑲誤った動作 ⑳その他

（物的原因）

（人的原因）

（管理責任）

（間接原因）

（直接原因）

間接原因･･･
①技術的原因 ②教育的原因
③管理的原因 ④身体的原因
⑤精神的原因 ⑥社会的原因等



４ 労働災害防止対策について（兵庫リスク低減ＭＳ運動）

17

兵庫リスク低減ＭＳ運動の概要と具体的な取組

許容できない

領域

許容領域または

領域

広く受け入れ

られる領域

いかなる理由があっても

リスクは正当化されない。

リスクがこのレベルに維

持されていることを保証

し続ける必要がある。

リスクの低減が不可能か、

費用が改善効果に対して

全く吊り合っていないと

きのみ許される。

ＡＬＡＲＰの原則
（ ）

リスクを 合理的に実行可能な範囲で出来るだけ低くする こと

労働災害は常に起こり得る状態である ことを前提とし、事前に、職場に潜在するリスクの排除に努め、残留リスク（常に存
在しているリスクのこと。）を「許容できるリスク」まで小さくします。
そして確認された残留リスクを経営首脳者を含め、職場内で共有し、残された危険を認めるという考え方のものです。

この兵庫リスク低減ＭＳ運動の展開によって、労働災害が発生した場合であっても、以前は入院するような負傷であったも
のが、かすり傷程度の傷害で済むように働く人に対するリスクが下がる効果を期待するものです。

＜基本的な取組み＞

① 経営首脳者による「安全衛生方針表明」

② 年間安全衛生管理計画の策定

③ 安全衛生管理に「ＰＤＣＡサイクル」を導入

④ 職場の総点検を繰返し実施

⑤ リスクアセスメントを繰返し実施

⑥ 残留リスク管理の明確化



• 派遣労働は、経験が浅い、未熟練者の労災事故が多い。

• 派遣先は、過去の労災情報、リスクを派遣元にも提供すること。

• 形骸化しない教育訓練とコミュニケーションを。

• ご清聴ありがとうございました
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ポイント


